






































































































































































































































令和７年度市内特定教育・保育施設の利用定員について

1．利用定員の設定に関する法律上の規定

2．利用定員について

　利用定員を定めるにあたっては、子ども・子育て支援法に次のとおり定められています。

　

　令和７年度の市内教育・保育特定施設の利用定員につきましては、１１月からの募集状況に伴い、裏面のとお
り設定したいと考えます。(R7園児数には現時点での予約入所を含む。）



　☐　公立保育園 現在

園名 区分 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

R7園児数計 9 24 27 28 29 29 146

Ｒ7利用定員 9 24 27 30 30 30 150

Ｒ6利用定員 12 24 24 30 30 30 150

認可定員 30 150

R7園児数計 5 20 27 25 35 35 147

Ｒ7利用定員 5 24 30 47 52 52 210

Ｒ6利用定員 9 24 26 47 52 52 210

認可定員 47 210

R7園児数計 14 44 54 53 64 64 293

Ｒ7利用定員 14 48 57 77 82 82 360

Ｒ6利用定員 21 48 50 77 82 82 360

認可定員 77 360

☐　キヅキ

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

1 15 21 15 13 9 74

6 20 22 28 28 28 132

8 20 20 28 28 28 132

48 28 56 132

　☐　すみれ韮崎保育園

0歳児 1,2歳児

3 34 103

6 34 120

7 33 120

40 120

　☐　山梨英和ダグラスこども園

0歳児 1,2歳児

7 27 90

9 30 108

6 24 95

39 108

　☐　韮崎カトリック白百合幼稚園

計

155

180

180

180

Ｒ6利用定員

すずらん

59

R7園児数計

令和7年2月1日

たんぽぽ

60 60

104

計

119 164

区分

Ｒ7利用定員

認可定員

区分
３号認定 １号認定 2号認定

計
3歳以上児 3歳以上児

R7園児数計 7 59

Ｒ7利用定員 10 70

Ｒ6利用定員 10 70

認可定員 10 70

区分
３号認定 １号認定 2号認定

計
3歳以上児 3歳以上児

R7園児数計 22 34

Ｒ7利用定員 24 45

Ｒ6利用定員 25 40

認可定員 24 45

区分
１号認定

3歳児（未満児を含む） 4歳児 5歳児

R7園児数計 59 47 49

Ｒ7利用定員 74 48 58

Ｒ6利用定員 74 48 58

認可定員 180
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韮崎市子ども・子育て会議条例（平成２５年６月条例第３３号）新旧対照表 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第72条第

１項及びこども基本法（令和４年法律第77号）第13条第３項の規定に基づき、韮崎市

子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第72条第

１項＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿の規定に基づき、韮崎市

子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

 

（所掌事務） （任務）＿＿ 

第２条 子育て会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、答申し、又

は意見を述べることができる。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

第２条 子育て会議は、法第72条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに、市が実

施する児童福祉法（昭和22年法律第164号）その他の子どもに関する法律による施策

について市長の諮問に応じ調査審議する。 

(１) 法第72条第１項各号に掲げる事務に関する事項 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）による施策に関する事項 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) こども基本法第10条第２項に規定する市町村こども計画の策定及び変更に関す

る事項並びに同法第２条第２項に関するこども施策の推進に関する事項 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(４) その他の子どもに関する法律による施策に関する事項 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 子育て会議は、前項に規定する事務及び施策に関し、必要に応じ市長に建議するこ

とができる。 

 

 


